
出資法人等経営評価書（公益法人会計用） 整理番号 13 　　
　

　 平成22年7月１日現在
県所管部課

電話番号
Ｅ-mailアドレス　

千円 設立年月日

出資順位 出資額(千円)

1

2

3

4

5

その他

設　立
目　的

［事業の概要］ （単位：千円）

平成19年度平成20年度 21

12,355 12,642 14,717

19.9% 20.5% 20.7%

10,123 9,747 9,364

16.3% 15.8% 13.2%

1,121 767 776

1.8% 1.2% 1.1%

38,577 38,573 46,264

62.0% 62.5% 65.0%

全体事業 62,176 61,729 71,121

100.0% 100.0% 100.0%

＜ から県民のみなさまへ＞

目的：危険物取扱者免状取得を促進し，事業所の保
安管理を促進する。
内容：危険物取扱者免状取得講習を実施する。
公益性：事業所の資格者の確保や適正な配置が容
易になり，事故防止と公共安全確保が図られる。

目的：危険物保安講習会を県から受託し開催する。
内容：「危険物の取扱作業の保安に関する講習の実
施細目」により実施する。
公益性：保安技術の向上と保安意識の高揚が図ら
れ，危険物に係る事故防止に貢献している。

事業３

その他
事　業

事業1～3以外
危険物の貯蔵取扱い及び施設の維持管理に関する
点検，危険物関係法令等の周知徹底，危険物に関
する広報活動，研修会の開催，機関紙の発行

目的：自主保安意識を高揚させる。
内容：危険物安全週間に優良事業所等を表彰する。
公益性：地域に信頼される事業所を育成することに
より，安心・安全なまちづくりに貢献する。

全体事業に占める割合

危険物関係功労者
等の表彰

事業１

 　当法人は，県内の各消防本部や約4,680の事業所で組織する各地区の危険物安全協会と協力し，危険物に
起因する災害を防止するため諸事業を行っている公益法人です。
　 近年，危険物の事故は全国的に増加傾向にあり，危険物取扱者保安講習に関する未受講者への受講促進
や講習内容の充実をより積極的に行い，事業所や危険物取扱者に対する安全思想や保安技術の普及・啓発
を図り，危険物災害の撲滅を目指し安全・安心のまちづくりに向けた取り組みを推進してまいります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成２３年２月　会長　幡谷　定俊

全体割合

社団法人茨城県危険物安全協会連合会

全体事業に占める割合

指定管理者

全体事業に占める割合

事業２

全体事業に占める割合

危険物取扱者試験
準備講習会

危険物取扱者保安
講習会

出資比率

内　　　　　　　　　　　　容事　　　業　　　名

　消防法に基づく危険物の貯蔵，取扱い並びに，施設の維持管理に必要な知識及び技能の普及に努
め，危険物に起因する災害を防止し，もって社会公共の福祉の増進に寄与する。

http://www.ibakiren.or.jp

所　　   在   　　地

資本金（基本財産）

出　　　　　　　資　　　　　　　者　　　　　　　名

主　　な
出資者

0 昭和60年4月1日

社団法人茨城県危険物安全協会連合会

［法人の概要］

会長　幡谷　定俊（非常勤）

ホームページＵＲＬ

代　　表　　者　　名 生活環境部消防防災課

０２９－３０１－７８７８

info@ibakiren.or.jp

水戸市笠原町978-25県開発公社ビル内

年度平成

1



公益法人会計用

[経営状況]
増減数
△ 443
△ 443

基本財産運用益 0
事業収益 △ 1,921
受取補助金等 1,395
その他収益 83

0
228
80

事業費 2,313
管理費 △ 2,233

うち役員人件費 0
うち職員人件費 8,048

148
△ 671

0
0
0

△ 644
△ 5,739

862
△ 6,601
△ 5,095

1,859
0

△ 6,954
0

△ 644
0

補助金 0
委託料 632

0
その他（分担金・負担金・出捐金等） 0

合　　　計 632
財政的関与の割合（％） 1.3

0
0

合　　　計 0

増減P
0.0

△ 3.1
4.4

△ 1.3
△ 191.8

0.0

［組織］

　 県派遣 県OB 　 県派遣 県OB 　 県派遣 県OB

常勤理事・監事 1 1 0 1 1 0 1 1 0 0
非常勤理事・監事 13 0 0 13 0 0 13 0 0 0

計 14 1 0 14 1 0 14 1 0 0
管理職 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
一般職 3 0 0 2 0 0 2 0 0 0
嘱託・臨時職員等 0 1 1 0

計 3 0 0 3 0 0 3 0 0 0
プロパー職員平均勤続年数

19.0 年

千円

社団法人茨城県危険物安全協会連合会 (単位：千円）　

増減理由

備　考

退職給付金支出のため

保安講習受講者の増

賞与引当金の設定

退職給付金支出のため

平成21年度

事業費・管理費支出割合変更のため

事業費・管理費支出割合変更のため

増減理由

事業収入の減

準備講習受講者の減
保安講習受講者の増

0.0% 0.0%

0
0 0

0

0

0

33,902

0

平成19年度 平成21年度

退職給付金支出のため

固定資産除却等
事業収入の減

0.0%

20.6%
52.3%
49.2%

0

52.11%

0

50.79%

0
33,270

0
0

85,088

0
32,404

0
33,902

0
33,270

0

21,949

68,751

3,141
0

18,808
00

0
69,369

23,124
0

69,395
0

25,762

65,059
65,502 65,059

0

△ 645

9,235

0

2,638
26

51,196

5,612

0

96,439
68,751
90,700

65,502

21,885
34,465
9,152

65,704
62,918

2,786

11,722
0

40,323

0
0

0 0 0
65,487
62,849

2,638

0

48,883

0

938

69,395

0

31,423

8,856

65,476

32,275

62,838
48,820

69,369

27,044
1,282

0

93,431

91,689
4,750

経常外費用

うち短期借入金

資産合計
正味財産期末残高

流動負債
負債合計

正
味
財
産
増
減
計
算
書

一般正味財産減少額
経常外収益

経常収益

一般正味財産増減額

指定正味財産減少額
指定正味財産増減額

経常費用

指定正味財産増加額

一般正味財産増加額

0 0

14,029 13,955
0 0

1,012

増減数

平成20年度

17.5%
56.7%

平成22年平成21年

178.7%
0.0%

370.5%
47.9%

0

0.0%

24,062

4,380
89,051

19.6%

0

467.0%

00

合計 平均年齢

平成20年

50代～～20代 30代 40代

区　　　　　　分

0
19,964
35,860

平成20年度平成19年度

23,952
33,691

66,499
66,499

5,617.0
2 歳39.5

プロパー職員平均給与(年額)

自己収入比率

管理費比率
収益事業比率

主要経営指標

0 1 1

32,404

0
0

50.5%
51.3%

48.73%

0.0%

うち長期借入金

人件費比率

正味財産合計

収益事業費／当期支出合計

管理費／当期支出合計

県
財
政
関
与
状
況

当期常勤職員の年齢構成

役員

　

自己収入／事業活動収入

流動資産／流動負債　

職員

借入金比率

７月１日現在の人数

流動比率
借入金残高／負債・正味財産合計

固定負債

貸
借
対
照
表

基本財産充当額

人件費／事業活動支出

貸付金

損失補償・債務保証契約に係る債務残高（期末）

流動資産
固定資産

借入金残高（期末）

算式
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10 20

49

2016

［評点集計］

効率性 11

組織運営健全性

評価の視点

目的適合性

8

9

評価項目数

11

今後の事業展開の方向
　法人設立の目的を常に頭におき，今後とも，事業内容の一層の充実に努める。
　特に，全国的に危険物事故発生件数が昨年は減少したが，依然として高い水準
で，推移している事から講習内容の工夫と，未受講者の減少に努める。

71

［法人の自己評価（経営概況，経営上の課題・対策等）］

目的適合性 計画性 組織運営健全性

合計 71.0%

　連合会の設立目的は
危険物に起因する災害
を防止するこである
が，近年危険物災害の
発生件数は横ばい傾向
であるが依然として高
い水準にあるため，そ
の必要性はこれまで同
様に高い。

85.0%

60.0%

100

財務健全性

計画性

10

12

評点

16

17

得点率

80.0%

満点

20

20

20

公益法人会計用
社団法人茨城県危険物安全協会連合会

警　戒　指　標

組織の管理運営上における人
的・物的な経営資源が有効活用
されているか

効率性

50.0%

80.0%

法人の財務体質が健全である
か，また，各事業の採算性がと
れているか

効率性

《評価の視点》

目的適合性

計画性

財務健全性

法人が行っている事業と当初の
設立目的が適合しているか

経営目的，経営方針が各種計画
に反映され，計画・実行・見直
しが行われているか

　経営基本方針に沿っ
て計画的な運営を実施
し，中長期計画の達成
に向けて努力したい。
　また，講習会受講者
の意見をもとに，より
充実した講習会を実施
する。

　平成21年度にリス
ク管理体制（リスク
管理，個人情報管理
規程の制定）及びコ
ンプライアンスの確
保（人材育成・能力
開発基本方針及びコ
ンプライアンス・マ
ニュアルの制定）を
整備し，組織構成員
及び職員の資質の向
上及び職場規律の確
保を図るとともに，
諸規定に基づき適正
な組織運営に努め
る。

組織運営健全性

組織,人事,財務等の内部管理体
制が適切に整備･運用され,かつ
情報公開による透明性の確保が
適切か

財務健全性

　資金運用について
は決済用預金から定
期預金に変更した。
　人件費比率の抑制
については，電算シ
ステム，ホームペー
ジの充実や職員等の
適正配置を行うな
ど，引き続き効率的
な運営に努める。
　また，広告収入な
どの他の収入確保を
検討していく。

　電算システムの効果
的な活用により講習受
講者の確保を図り、安
定した事業収入の確保
と事業活動収支差額の
黒字化を目指す。
　激変対策積立金及び
財政調整積立金につい
ては，検討委員会の結
果，保安講習会等の公
益目的事業を推進する
ための「公益目的事業
基金」と経営安定のた
めの「財政調整基金」
を設けた。

0%

20%

40%

60%

80%

100%
目的適合性

計画性

組織運営の健全性効率性

財務の健全性

経営評価
ﾚｰﾀﾞｰﾁｬｰﾄ
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［法人担当課の意見］

1

2

1

2

1

2

［総合評価］

193

21552,212

182 100.0%人

経
営
目
標

183

職員１人当たり役務提供
実績

人 2,284 2,283

186 150

組織運営健全性

2,273 100.0%

平均目標達成度 81.4%

取組みを強化すべき視点 目的適合性 計画性

効
率
性

１会場当たりの受講者数

0.0% 1

99.9

総合的所見等
に係る対応

　保安講習未受講者に対する講習案内の送付のほか，試験準備講習案内の法人等の
ホームページへの掲載や，県内消防本部からの依頼などにより，更なる受講促進を
図るとともに，講師の見直しなどにより，講習内容を充実するよう指導していく。
　財政調整基金と公益目的事業基金については，目的，運用等を定めた各基金規程
を整備したところである。
　また，県の人的関与については，平成２２年度末をもって県派遣職員を引き上
げ，組織の自立性を高めていく。
　なお，新公益法人等への移行申請は，平成２２年度内に行う。

効率性 財務健全性

総合的所見等

　保安講習及び試験準備講習の受講促進を積極的に行うとともに，事業の充実によ
り危険物災害の防止に寄与されたい。
　激変対策積立資産及び財政調整積立資産を廃止し，新たに財政調整基金と公益目
的事業基金を設けたがその目的を具体的に整理されたい。
　最高裁決定により確定した神戸市派遣職員の給与相当額を補助金で支出すること
が違法であるとの大阪高裁判決を踏まえ，県は人的関与を早急に見直して県派遣職
員を引き上げ，組織の自立性を高めていく必要がある。
　新公益法人等への移行申請手続きを計画的に進められたい。

健
全
性

収支比率 99.999.9

当期正味財産増減額 千円 1,012 26 1 △ 997

危険物取扱者保安講習受
講者数

区分 H21実績

危険物取扱者試験準備講
習受講者数

7,447 7,200

1,650

人

1,482

21

98.6 98.7%99.9

［経営目標］

指　　標　　名 単位 H19実績

％

7,251事
業
成
果 89.8% 1420人 1,885 1,685

H22目標値H20実績

7,611 100.0% 7,200

達成度(%)

法人担当課の意見
　経営基本方針及び中長期計画に沿った計画的の事業執行に努め，健全な組織運営
を維持されたい。

財務健全性
　保安講習及び準備講
習会の受講生確保に努
められたい。

　経営基本方針及び中
長期計画に基づき，引
き続き計画的な組織運
営に努められたい。

　職員の資質向上・
人材育成，諸規定に
基づき，適正な組織
運営に努められた
い。

　地区協会との連携
維持強化に努め，事
務事業のスムーズな
運営と業務の共用化
を図られたい。

　電算システムの効果
的な活用により，受講
者の拡大，事業収入の
確保と，事業活動収支
差額の黒字化に努めら
れたい。

目的適合性 効率性計画性 組織運営健全性

改善の余地あり概ね良好 緊急の改善措置が必要改善措置が必要

目標値H
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